
資料１ 

 

熊 本 地 方 最 低 賃 金 審 議 会 委 員 名 簿 
第５４期 (令和５年４月１日～令和７年３月３１日) 

熊本労働局 

                         （令和5年4月1日任命） 

（令和6年5月10日現在） 

区分 氏     名 現      職 

 

 

 公 

 益 

 代 

 表 

 委 

 員 

 

 

泉
いずみ

   潤
じゅん

 
熊 本 日 日 新 聞 社 

論 説 委 員 長 

◎倉田
く ら た

  賀
か

世
よ

 
熊 本 大 学 法 学 部 

教 授 

諏佐
す さ

  マリ 
熊 本 大 学 法 学 部 

准 教 授 

〇本田
ほ ん だ

  悟士
さ と し

 弁 護 士 

森口
も り ぐ ち

 千
ち

弘
ひろ

 
熊本学園大学社会福祉学部 

准 教 授 

 

 

 労 

 働 

 者 

 代 

 表 

 委 

 員 

 

黒木
く ろ き

 浩
こ う

太
た

 
全日本自動車産業労働組合総連合会 

熊 本 地 方 協 議 会 議 長 

齊藤
さ い と う

 智 洋
ともひろ

 
日本労働組合総連合会 

熊本県連合会副事務局長 

西
に し

  広
ひ ろ

継
つぐ

 
UAゼンセン熊本県支部 

支 部 長 

花岡
はなおか

 久美子
く み こ

 
日本労働組合総連合会 

熊本県連合会県南地協事務局長 

山本
やまもと

   寛
ひろし

 
日本労働組合総連合会 

熊本県連合会事務局長 

 

 

 使 

 用 

 者 

 代 

 表 

 委 

 員 

 

岩田
い わ た

 圭 代
か よ

 
株式会社岩田コーポレーション 

監 査 役 

岩永
い わ な が

 秀 則
ひでのり

 
熊 本 県 経 営 者 協 会 

専 務 理 事 

坂本
さかもと

   浩
ひろし

 
熊本県商工会議所連合会 

専 務 理 事 

原
はら

    悟
さとる

 
熊 本 県 商 工 会 連 合 会 

専 務 理 事 

山下
やました

  学
まなぶ

 
株 式 会 社 野 田 市 電 子 

取 締 役 事 業 部 長 

         （注）◎は会長、〇は会長代理である               （五十音順・敬称略） 
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熊本地方最低賃金審議会運営規程 

                              平成 17 年３月 25 日 

                          一部改正平成 20 年７月８日 

                          一部改正令和３年７月８日 

 

第１条  この規程は、熊本地方最低賃金審議会（以下「審議会」という。）の議事に

関し、最低賃金法及び最低賃金審議会令（以下「審議会令」という。）に定め

るもののほか、必要な事項について定めるものである。 

 

第２条  審議会の会議（以下「会議」という。）は、会長が必要と認めたときのほか、

熊本労働局長、５人以上の委員又は労働者代表委員、使用者代表委員及び公益

代表委員各１人以上を含む３人以上の委員から開催の請求があったとき、会長

が招集する。 

２  前項の規定により熊本労働局長又は委員が会議の開催を請求しようとする場

合には、付議事項及び希望期日を、少なくとも当該期日の１０日前までに、会

長に通知しなければならない。 

３  会長は、会議を招集しようとするときには、緊急やむを得ない場合のほか、

少なくとも１週間前までに、付議事項、日時及び場所を委員に通知するととも

に、熊本労働局長に通知するものとする。 

 

第３条  会長は、審議会の議決により、特定の事案について効率的な調査審議を行う

ため､小委員会等を設けることができる。 

 

第４条  委員は、会長が必要があると認めるときは、テレビ会議システム（映像と音

声の送受信により相手の状態を相互に認識しながら通話をすることができる

システムをいう。次項において同じ。）を利用する方法によって会議に出席す

ることができる。 

２  テレビ会議システムを利用する方法による会議への出席は、審議会令第５条

第２項及び第３項に規定する会議への出席に含めるものとする。 

３    委員は、病気その他の事由によって会議に出席できないときは、その旨を会

長に通知しなければならない。 

４  委員は、旅行その他の事由によって長期間不在となるときは、あらかじめ会

長に通知しなければならない。 
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第５条  会長は、会議の議長となり、議事を整理する。 

２  委員は、会議において発言しようとするときは、会長の許可を受けるものと

する。 

３  審議会は、会長が必要があると認めるときは、委員でない者の説明又は意見

を聴くことができる。 

 

第６条  会議は、原則として公開とする。ただし、公開することにより、個人情報の

保護に支障を及ぼすおそれがある場合、個人若しくは団体の権利利益が不当に

侵害されるおそれがある場合又は率直な意見交換若しくは意思決定の中立性

が損なわれるおそれがある場合には、会長は、会議を非公開とすることができ

る。 

２  会長は、会議における秩序の維持のため、傍聴人の退場を命ずるなど必要な

措置をとることができる。 

 

第７条  会議の議事については、議事録を作成する。 

２  議事録及び会議の資料は、原則として公開とする。ただし、公開することに

より、個人情報の保護に支障を及ぼすおそれがある場合、個人若しくは団体の

権利利益が不当に侵害されるおそれがある場合又は率直な意見の交換若しくは

意思決定の中立性が不当に損なわれるおそれがある場合には、会長は、議事録

及び会議の資料の一部又は全部を非公開とすることができる。 

３  議事録を非公開とする場合には、議事要旨を作成し公開するものとする。 

 

第８条  会長は、審議会が議決を行ったときは、答申書又は議決書をそれぞれ議事録

の写しを付してその都度熊本労働局長に送付するものとする。 

 

第９条  この規程に定めるもののほか、最低賃金法第２５条に基づく専門部会及び小

委員会の議事運営に関し必要な事項は、専門部会等の長が当該専門部会等に諮

って定める。 

 

第 10 条  この規程の改廃は、審議会の議決に基づいて行う。 

 

 附  則 

     この規程は、令和３年７月８日から施行する。 
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熊本地方最低賃金審議会運営小委員会運営要領 

                             
 
１ 目的 

  この要領は、熊本地方最低賃金審議会（以下「審議会」という。）運営規程第３条に基

づき熊本地方最低賃金審議会運営小委員会（以下「運営小委員会」という。）を設けた際

の議事に関し、必要な事項について定め、円滑な運営を図ることを目的とする。 

 
２ 審議事項 

運営小委員会は、次の各号に掲げる事項を審議するものとする。 

    一 特定最低賃金の決定又は改正若しくは廃止の決定の必要性の有無についての結論を

得るのに必要な事項全般 

 二 審議会の運営に関する事項全般 

 
３ 委員会 

  運営小委員会の構成、委員及び委員長については、以下のとおりとする。 

    一 運営小委員会は、労働者を代表する委員及び使用者を代表する委員各３人並びに公

益を代表する委員５人をもって組織する。 

 二 委員は、審議会委員のうちから、審議会において選出する。委員の任期は、審議会

委員としての任期の範囲内とする。 

三 運営小委員会に委員長を置く。委員長は、公益を代表する委員のうちから、運営小

委員会において選出し、会務を総理する。なお、委員長に事故があるときは、あらか

じめ委員長選出の例により選出された者が、委員長の職務を代理する。 

 
４ 会議の招集 

  運営小委員会の会議（以下「会議」という。）は、審議会会長（以下「会長」という。）

又は委員長が必要と認めたときのほか、熊本労働局長（以下「局長」という。）又は労働

者を代表する委員、使用者を代表する委員及び公益を代表する委員各１人以上を含む３

人以上の委員から開催の請求があったとき、会長が招集する。 

  局長又は委員が会議の開催を請求しようとする場合には、緊急やむを得ない場合を除

き、付議事項及び希望期日を、少なくとも当該期日の１０日前までに会長に通知しなけ
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ればならない。 

  会長は、会議を招集しようとするときは、緊急やむを得ない場合のほか、少なくとも

３日前までに付議事項、日時及び場所を委員に通知するとともに、局長に通知するもの

とする。 

 
５ 議事 

     審議事項に掲げる事項を審議する場合は、委員の３分の２以上又は労働者を代表する

委員、使用者を代表する委員及び公益を代表する委員の各３分の１以上が出席しなけれ

ば、会議を開き、議決をする事ができない。 

  審議事項第１号に掲げる事項を決する場合は、全会一致をもって決するよう努めるも

のとする。 

   審議事項第２号に掲げる事項を決する場合は、全会一致をもって決するものとし、決

する事が出来ないときは審議会に結論を委ねるものとする。 

 
６ 委員の欠席 

  委員は、会長が必要があると認めるときは、テレビ会議システム（映像と音声の送受

信により相手の状態を相互に認識しながら通話をすることができるシステムをいう。次

項において同じ。）を利用する方法によって会議に出席することができる。 

テレビ会議システムを利用する方法による会議への出席は、会議への出席に含めるも

のとする。 

委員は、病気その他の事由によって会議に出席できないときは、その旨を委員長に通

知しなければならない。 

     委員は、旅行その他の事由によって長期間不在となるときは、あらかじめ委員長に通

知しなければならない。 

 
７ 会議における発言 

委員長は、会議の議長となり議事を整理し、委員は、会議において発言しようとする

ときには、委員長の許可を受けるものとする。 

 
８ 会議及び議事要旨 

  会議については非公開とし、会議の議事については議事要旨を作成する。 
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９ 報告 

 委員長は、運営小委員会が議決を行ったときは、その都度会長に報告し、且つ直後の

審議会において報告するものとする。 

 
10 その他 

この要領に定めるものの他、運営小委員会の議事運営に関し必要な事項は、委員長が

運営小委員会に諮って定める。 

 
11 要領の改廃 

 この要領の改廃は、審議会の議決に基づいて行う。 

 
12 附 則 

  この要領は、令和３年７月８日から運用する。 
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熊本地方最低賃金審議会 

最低賃金専門部会運営規程 

                       平成 17 年 3 月 25 日 

                   一部改正平成 21 年 7 月 2 日 

                   一部改正令和３年７月８日 

 

（規程の目的） 

第１条  この規程は熊本地方最低賃金審議会（以下「審議会」という。）に

設置する専門部会（以下「専門部会」という。）の議事に関し最低賃

金法及び最低賃金審議会令（以下「審議会令」という。）に定めるも

ののほか、必要な事項について定めるものである。 

 

（名 称） 

第２条  専門部会には、それぞれの担当する最低賃金の名称を冠する。 

 

（構 成） 

第３条  専門部会の委員の数は、９人とする。 

 

（会議の招集） 

第４条  専門部会の会議（以下「会議」という。）は、部会長が必要と認め

たときのほか、熊本労働局長（以下「局長」という。）又は労働者代

表委員、使用者代表委員及び公益代表委員各１人以上を含む３人以

上の委員から開催の請求があったとき、部会長が招集する。 

  ２  前項の規定により局長又は委員が会議の開催を請求しようとする

場合には、緊急やむを得ない場合を除き、付議事項及び希望期日を、

少なくとも当該期日の１０日前までに部会長に通知しなければなら

ない。 

  ３  部会長は、会議を招集しようとするときは、緊急やむを得ない場

合のほか、少なくとも３日前までに付議事項、日時、及び場所を委

員に通知するとともに、局長に通知するものとする。 

 

（実地視察並びに参考人からの意見聴取） 

第５条  部会長は、専門部会の話し合いにより、特定の事案について、事

実の調査をするため、委員による実地視察を行い、あるいは関係労

働者、関係使用者その他関係者を参考人と指定し、その意見を聴取

することができる。 
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（委員の欠席） 

第６条  委員は、部会長が必要があると認めるときは、テレビ会議システ

ム（映像と音声の送受信により相手の状態を相互に認識しながら通

話をすることができるシステムをいう。次項において同じ。）を利用

する方法によって会議に出席することができる。 

２  テレビ会議システムを利用する方法による会議への出席は、審議

会令第５条第２項及び第３項（第６条第６項において準用する場合

を含む）に規定する会議への出席に含めるものとする。 

３  委員は、病気その他の事由によって会議に出席できないときは、

その旨を通知しなければならない。 

４  委員は、旅行その他の事由によって長期間不在となるときは、あ

らかじめ部会長に通知しなければならない。 

 

（会議における発言） 

第７条   部会長は、会議の議長となり、議事を整理する。 

２  委員は、会議において発言しようとするときには、部会長の許可     

を受けるものとする。 

 

（会議の議事） 

第８条  会議は、原則として公開とする。ただし、公開することにより、

個人情報の保護に支障を及ぼすおそれがある場合、個人若しくは団

体の権利利益が不当に侵害されるおそれがある場合又は率直な意見

交換若しくは意思決定の中立性が損なわれるおそれがある場合には、

部会長は、会議を非公開とすることができる。 

２  部会長は、会議における秩序の維持のため、傍聴人の退場を命ず

るなど必要な措置をとることができる。 

 

（議事録及び議事要旨） 

第９条  会議の議事については、議事録及び議事要旨を作成する。 

  ２  議事録及び会議の資料は、原則として公開とする。ただし、個人

情報の保護に支障を及ぼすおそれがある場合、個人若しくは団体の

権利利益が不当に侵害されるおそれがある場合又は率直な意見の交

換若しくは意思決定の中立性が不当に損なわれるおそれがある場合

には、部会長は、議事録及び資料の一部又は全部を非公開とするこ

とができる。 
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  ３  議事録を非公開とする場合には、議事要旨を公開するものとする。 

 

（報告） 

第 10 条 部会長は、部会が議決を行ったときは、その都度審議会長に報告

するものとする。 

 

（規程の改廃） 

第 11 条 この規程の改廃は、審議会の議決に基づいて行う。 

 

 

附  則 

 この規程は、令和３年７月８日から施行する。 
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熊本地方最低賃金審議会 

最低賃金専門部会運営規程（案） 

平成 17 年 3 月 25 日 

一部改正平成 21 年 7 月 2 日 

一部改正令和３年７月８日 

一部改正令和６年５月 10 日 

 

（規程の目的） 

第１条 この規程は熊本地方最低賃金審議会（以下「審議会」という。）に

設置する専門部会（以下「専門部会」という。）の議事に関し最低賃

金法及び最低賃金審議会令（以下「審議会令」という。）に定めるも

ののほか、必要な事項について定めるものである。 

 

（名 称） 

第２条 専門部会には、それぞれの担当する最低賃金の名称を冠する。 

 

（構 成） 

第３条 専門部会の委員の数は、９人とする。 

 

（会議の招集） 

第４条 専門部会の会議（以下「会議」という。）は、部会長が必要と認め

たときのほか、熊本労働局長（以下「局長」という。）又は労働者代

表委員、使用者代表委員及び公益代表委員各１人以上を含む３人以上

の委員から開催の請求があったとき、部会長が招集する。 

  ２  前項の規定により局長又は委員が会議の開催を請求しようとする

場合には、緊急やむを得ない場合を除き、付議事項及び希望期日を、

少なくとも当該期日の１０日前までに部会長に通知しなければなら

ない。 

  ３  部会長は、会議を招集しようとするときは、緊急やむを得ない場

合のほか、少なくとも３日前までに付議事項、日時、及び場所を委

員に通知するとともに、局長に通知するものとする。 

 

（実地視察並びに参考人からの意見聴取） 

第５条 部会長は、専門部会の話し合いにより、特定の事案について、事実

の調査をするため、委員による実地視察を行い、あるいは関係労働者、

関係使用者その他関係者を参考人と指定し、その意見を聴取すること
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ができる。 

（委員の欠席） 

第５６条 委員は、部会長が必要があると認めるときは、テレビ会議システ

ム（映像と音声の送受信により相手の状態を相互に認識しながら通話

をすることができるシステムをいう。次項において同じ。）を利用す

る方法によって会議に出席することができる。 

２  テレビ会議システムを利用する方法による会議への出席は、審議

会令第５条第２項及び第３項（第６条第６項において準用する場合

を含む）に規定する会議への出席に含めるものとする。 

３  委員は、病気その他の事由によって会議に出席できないときは、

その旨を通知しなければならない。 

４  委員は、旅行その他の事由によって長期間不在となるときは、あ

らかじめ部会長に通知しなければならない。 

 

（会議における発言） 

第６７条  部会長は、会議の議長となり、議事を整理する。 

２  委員は、会議において発言しようとするときには、部会長の許可     

を受けるものとする。 

 

（会議の議事） 

第７８条  会議は、原則として公開とする。ただし、公開することにより、

個人情報の保護に支障を及ぼすおそれがある場合、個人若しくは団

体の権利利益が不当に侵害されるおそれがある場合又は率直な意見

交換若しくは意思決定の中立性が損なわれるおそれがある場合には、

部会長は、会議を非公開とすることができる。 

２  部会長は、会議における秩序の維持のため、傍聴人の退場を命ず

るなど必要な措置をとることができる。 

 

（議事録及び議事要旨） 

第８９条  会議の議事については、議事録及び議事要旨を作成する。 

  ２  議事録及び会議の資料は、原則として公開とする。ただし、個人

情報の保護に支障を及ぼすおそれがある場合、個人若しくは団体の

権利利益が不当に侵害されるおそれがある場合又は率直な意見の交

換若しくは意思決定の中立性が不当に損なわれるおそれがある場合

には、部会長は、議事録及び資料の一部又は全部を非公開とするこ
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とができる。 

  ３  議事録を非公開とする場合には、議事要旨を公開するものとする。 

 

（報告） 

第９10 条 部会長は、部会が議決を行ったときは、その都度審議会長に報

告するものとする。 

 

（規程の改廃） 

第 1011 条 この規程の改廃は、審議会の議決に基づいて行う。 

 

 

附  則 

 この規程は、令和６３年５７月 10８日から施行する。 

 



15日 1営業日 7営業日 30日

→ → → →

8月1日（木） 8月16日（金） 8月19日（月） 8月28日（水） 9月27日（金）

8月2日（金） 8月19日（月） 8月20日（火） 8月29日（木） 9月28日（土）

8月3日（土） 8月19日（月） 8月20日（火） 8月29日（木） 9月28日（土）

8月4日（日） 8月19日（月） 8月20日（火） 8月29日（木） 9月28日（土）

8月5日（月） 8月20日（火） 8月21日（水） 8月30日（金） 9月29日（日）

8月6日（火） 8月21日（水） 8月22日（木） 9月2日（月） 10月2日（水）

8月7日（水） 8月22日（木） 8月23日（金） 9月3日（火） 10月3日（木）

8月8日（木） 8月23日（金） 8月26日（月） 9月4日（水） 10月4日（金）

8月9日（金） 8月26日（月） 8月27日（火） 9月5日（木） 10月5日（土）

8月10日（土） 8月26日（月） 8月27日（火） 9月5日（木） 10月5日（土）

8月11日（日） 8月26日（月） 8月27日（火） 9月5日（木） 10月5日（土）

8月12日（月） 8月27日（火） 8月28日（水） 9月6日（金） 10月6日（日）

8月13日（火） 8月28日（水） 8月29日（木） 9月9日（月） 10月9日（水）

8月14日（水） 8月29日（木） 8月30日（金） 9月10日（火） 10月10日（木）

8月15日（木） 8月30日（金） 9月2日（月） 9月11日（水） 10月11日（金）

8月16日（金） 9月2日（月） 9月3日（火） 9月12日（木） 10月12日（土）

8月17日（土） 9月2日（月） 9月3日（火） 9月12日（木） 10月12日（土）

8月18日（日） 9月2日（月） 9月3日（火） 9月12日（木） 10月12日（土）

8月19日（月） 9月3日（火） 9月4日（水） 9月13日（金） 10月13日（日）

8月20日（火） 9月4日（水） 9月5日（木） 9月17日（火） 10月17日（木）

8月21日（水） 9月5日（木） 9月6日（金） 9月18日（水） 10月18日（金）

8月22日（木） 9月6日（金） 9月9日（月） 9月19日（木） 10月19日（土）

8月23日（金） 9月9日（月） 9月10日（火） 9月20日（金） 10月20日（日）

8月24日（土） 9月9日（月） 9月10日（火） 9月20日（金） 10月20日（日）

8月25日（日） 9月9日（月） 9月10日（火） 9月20日（金） 10月20日（日）

8月26日（月） 9月10日（火） 9月11日（水） 9月24日（火） 10月24日（木）

8月27日（火） 9月11日（水） 9月12日（木） 9月25日（水） 10月25日（金）

8月28日（水） 9月12日（木） 9月13日（金） 9月26日（木） 10月26日（土）

8月29日（木） 9月13日（金） 9月17日（火） 9月27日（金） 10月27日（日）

8月30日（金） 9月17日（火） 9月18日（水） 9月30日（月） 10月30日（水）

8月31日（土） 9月17日（火） 9月18日（水） 9月30日（月） 10月30日（水）

9月1日（日） 9月17日（火） 9月18日（水） 9月30日（月） 10月30日（水）

9月2日（月） 9月17日（火） 9月18日（水） 9月30日（月） 10月30日（水）

9月3日（火） 9月18日（水） 9月19日（木） 10月1日（火） 10月31日（木）

9月4日（水） 9月19日（木） 9月20日（金） 10月2日（水） 11月1日（金）

9月5日（木） 9月20日（金） 9月24日（火） 10月3日（木） 11月2日（土）

9月6日（金） 9月24日（火） 9月25日（水） 10月4日（金） 11月3日（日）

9月7日（土） 9月24日（火） 9月25日（水） 10月4日（金） 11月3日（日）

9月8日（日） 9月24日（火） 9月25日（水） 10月4日（金） 11月3日（日）

9月9日（月） 9月24日（火） 9月25日（水） 10月4日（金） 11月3日（日）

9月10日（火） 9月25日（水） 9月26日（木） 10月7日（月） 11月6日（水）

9月11日（水） 9月26日（木） 9月27日（金） 10月8日（火） 11月7日（木）

9月12日（木） 9月27日（金） 9月30日（月） 10月9日（水） 11月8日（金）

令和６年度答申要旨の公示日別最短効力発生予定日一覧表（地域別最低賃金の場合）

※令和５年12月1日時点のカレンダーに基づき、異議申出締切日の翌日に本省で官報公示の手続きを行った場合のスケジュール

※10月1日(火)発効とするためには、８月５日（月）までに答申要旨を公示する必要がある。
　なお、その場合は法定発効ではなく、指定日発効となるよう公示文を作成すること。

答申
(要旨公示)

異議申出
締切

官総
持込

官報
公示

発効

yoshidasui
フリーテキスト
　資料６－１



15日 3営業日 7営業日 30日

→ → → →

10月1日（火） 10月16日（水） 10月21日（月） 10月30日（水） 11月29日（金）

10月2日（水） 10月17日（木） 10月22日（火） 10月31日（木） 11月30日（土）

10月3日（木） 10月18日（金） 10月23日（水） 11月1日（金） 12月1日（日）

10月4日（金） 10月21日（月） 10月24日（木） 11月5日（火） 12月5日（木）

10月5日（土） 10月21日（月） 10月24日（木） 11月5日（火） 12月5日（木）

10月6日（日） 10月21日（月） 10月24日（木） 11月5日（火） 12月5日（木）

10月7日（月） 10月22日（火） 10月25日（金） 11月6日（水） 12月6日（金）

10月8日（火） 10月23日（水） 10月28日（月） 11月7日（木） 12月7日（土）

10月9日（水） 10月24日（木） 10月29日（火） 11月8日（金） 12月8日（日）

10月10日（木） 10月25日（金） 10月30日（水） 11月11日（月） 12月11日（水）

10月11日（金） 10月28日（月） 10月31日（木） 11月12日（火） 12月12日（木）

10月12日（土） 10月28日（月） 10月31日（木） 11月12日（火） 12月12日（木）

10月13日（日） 10月28日（月） 10月31日（木） 11月12日（火） 12月12日（木）

10月14日（月） 10月29日（火） 11月1日（金） 11月13日（水） 12月13日（金）

10月15日（火） 10月30日（水） 11月5日（火） 11月14日（木） 12月14日（土）

10月16日（水） 10月31日（木） 11月6日（水） 11月15日（金） 12月15日（日）

10月17日（木） 11月1日（金） 11月7日（木） 11月18日（月） 12月18日（水）

10月18日（金） 11月5日（火） 11月8日（金） 11月19日（火） 12月19日（木）

10月19日（土） 11月5日（火） 11月8日（金） 11月19日（火） 12月19日（木）

10月20日（日） 11月5日（火） 11月8日（金） 11月19日（火） 12月19日（木）

10月21日（月） 11月5日（火） 11月8日（金） 11月19日（火） 12月19日（木）

10月22日（火） 11月6日（水） 11月11日（月） 11月20日（水） 12月20日（金）

10月23日（水） 11月7日（木） 11月12日（火） 11月21日（木） 12月21日（土）

10月24日（木） 11月8日（金） 11月13日（水） 11月22日（金） 12月22日（日）

10月25日（金） 11月11日（月） 11月14日（木） 11月25日（月） 12月25日（水）

10月26日（土） 11月11日（月） 11月14日（木） 11月25日（月） 12月25日（水）

10月27日（日） 11月11日（月） 11月14日（木） 11月25日（月） 12月25日（水）

10月28日（月） 11月12日（火） 11月15日（金） 11月26日（火） 12月26日（木）

10月29日（火） 11月13日（水） 11月18日（月） 11月27日（水） 12月27日（金）

10月30日（水） 11月14日（木） 11月19日（火） 11月28日（木） 12月28日（土）

10月31日（木） 11月15日（金） 11月20日（水） 11月29日（金） 12月29日（日）

11月1日（金） 11月18日（月） 11月21日（木） 12月2日（月） 1月1日（水）

11月2日（土） 11月18日（月） 11月21日（木） 12月2日（月） 1月1日（水）

11月3日（日） 11月18日（月） 11月21日（木） 12月2日（月） 1月1日（水）

11月4日（月） 11月19日（火） 11月22日（金） 12月3日（火） 1月2日（木）

11月5日（火） 11月20日（水） 11月25日（月） 12月4日（水） 1月3日（金）

11月6日（水） 11月21日（木） 11月26日（火） 12月5日（木） 1月4日（土）

11月7日（木） 11月22日（金） 11月27日（水） 12月6日（金） 1月5日（日）

11月8日（金） 11月25日（月） 11月28日（木） 12月9日（月） 1月8日（水）

11月9日（土） 11月25日（月） 11月28日（木） 12月9日（月） 1月8日（水）

11月10日（日） 11月25日（月） 11月28日（木） 12月9日（月） 1月8日（水）

11月11日（月） 11月26日（火） 11月29日（金） 12月10日（火） 1月9日（木）

11月12日（火） 11月27日（水） 12月2日（月） 12月11日（水） 1月10日（金）

令和６年度答申要旨の公示日別最短効力発生予定日一覧表（特定(産業別)最低賃金の場合）

※令和５年12月1日時点のカレンダーに基づき、異議申出締切日の翌日に本省で官報公示の手続きを行った場合のスケジュール

※12月15日(日)発効とするためには、10月16日(水)までに答申要旨を公示する必要がある。

答申
(要旨公示)

異議申出
締切

官総
持込

官報
公示

発効

yoshidasui
フリーテキスト
　資料６－２



資料７

令和５年度の実績

　　５月10日（金）
　　　第８回　本　審14：00～

 　５月12日（金）
 　全員協議会10：00～

 　７月７日（金）事業場視察

　　７月８日（月）
　　　第９回　本 審9：30～

　７月５日（水）
　　第１回本審14：00～

実地視察（予定）

　　７月24日（水）
　　　第１回専門部会14：00～

　
　７月28日（金）
　　第１回専門部会10：00～

※中賃目安答申　７月下旬頃

　８月１日（火）
　　第２回本審13：30～

　８月１日（火）
　　第２回専門部会14：30～

 　　７月30日（火）
　　　第３回専門部会13：30～

　８月３日（木）
　　第３回専門部会13：30～

 　　８月１日（木）
　　　　第４回専門部会10:00～

　８月４日（金）
　　第４回専門部会13：30～

　８月７日（月）
　　第５回専門部会9：30～

　　　８月５日（月）
　　　　第５回専門部会9：30～

　８月14日（月）
　　第６回専門部会9：30～

　８月14日（月）
　　第１回運営小委員会13：30
～

　　　　第11回　本　審15：00～
　８月14日（月）
　　第４回本審14：30～

※異議申出締切　 ８月29日（火）

　　８月21日（水）
　　第２回運営小委員会9:30～

　

　　第12回　本　審10：30～ 　８月30日（水）
　　第５回本審10：00～

　　　　
　９月26日（火）
　　①輸送専門部会10：00～

　９月28日（木）
　　①電気専門部会10：00～

　10月４日（水）
　　②輸送専門部会13：30～

　10月10日（火）
　　②電気専門部会10:00～

　10月11日（水）
　　③輸送専門部会10：00～

　10月12日（木）
　　③電気専門部会10：00～

　　10月16日（水）
　　　　第13回　本　審10：00～

　10月16日（月）
　　第６回本審10：00～

※異議申出締切　 １０月３１日（火）

　　11月１日（金）
　　　第14回　本　審10：00～

　11月１日（水）
　　第７回本審（中止）

　　３月上旬～下旬
　　　第15回　本　審

　３月12日（火）
　　第８回本審14：00～

地域別専門部会委員公示
７月５日～７月19日（推薦公示）

金額審議

第12回　本　　　審

 特定最低賃金改正の必要性有無の報告及び答申
 特定最低賃金改正決定の諮問
 特定最賃専門部会の審議会令第６条第５項の適用決議
 地域別最低賃金改正異議申出の諮問、審議及び答申
 地域別最低賃金専門部会の廃止決議

 金額提示
 金額審議

第３回  地域別専門部会
 金額提示
 金額審議

第４回  地域別専門部会
 金額提示
 金額審議

第２回　運営小委員会  特定最賃改正決定の必要性有無の審議、答申

第15回　本　　審
 令和７年度審議会運営協議
 特定最賃改正申出の意向表明（確認）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　※12月15日発効とするためには、10月16日（水）までに答申要旨を公示する必要がある。

第13回　本　　審
 
 特定最賃専門部会報告、採決、改正答申

第14回　本　　審
 異議申出の諮問、答申
 特定最賃専門部会の廃止決議

特
定

（
産
業
別

）
最
低
賃
金

　　９月下旬～10月上旬
　　　  専門部会

第１回　特定最賃専門部会
（輸送機械）

 部会長、部会長代理の選出
 基礎調査結果説明・基本的見解の表明・金額提示

第１回　特定最賃専門部会
（電気機械）

　同　　　　上

第１回　特定最賃専門部会
（百貨店）

　同　　　　上

　  10月上旬
　　　 専門部会

第２回　特定最賃専門部会
（輸送機械）

 
金額審議

第２回　特定最賃専門部会
（電気機械）

第２回　特定最賃専門部会
（百貨店）

金額審議

第３回　特定最賃専門部会
（電気機械）

第３回　特定最賃専門部会
（百貨店）

　 10月中旬
　　　 専門部会

第３回　特定最賃専門部会
（輸送機械）

 金額審議
 答申（第６条第５項適用）

第11回　本　　　審  熊本県最低賃金改正の答申（報告）

第５回  地域別専門部会
金額提示
 金額審議
 答申（第６条第５項適用）

金額審議
 答申（第６条第５項適用）

金額審議
 答申（第６条第５項適用）

第５４期（令和６年度）熊本地方最低賃金審議会審議日程

第８回  本　　　審

 令和６年度審議会運営の説明
 令和６年度審議会開催日程の説明
 実地視察（事業場視察）について
 特定最低賃金の申出要件説明

地
域
別
最
低
賃
金

第９回　本　　　審

 熊本県（地域別）最低賃金改正の諮問
 専門部会委員の推薦公示
 関係者からの意見聴取の公示
 最低賃金審議会令第６条第５項の適用決議について
 特定最低賃金改正の申出
 特定最賃改正申出書の審査結果報告
 特定最低賃金改正決定の必要性有無の諮問
 熊本県の経済情勢等について（財務局）

第１回  地域別専門部会

 部会長、部会長代理の選出
 意見書の審議
 最低賃金改定状況調査結果の説明
 最低賃金基礎調査結果の説明
 基本的見解の表明
 今後の審議日程

              　    　                    ※10月１日発効とするためには、８月５日(月）までに答申要旨を公示する必要がある。

令和５年度は、７月31日（月）中賃目安答申

 　　７月26日（金）
　　　第10回　本　審13：30～
　
　　　第２回専門部会14：30～

第10回　本　　　審  令和６年度地域別最低賃金改定の目安について（伝達）

第２回  地域別専門部会

事業場視察



                               資料８ 

  
 

 
令和６年度 最低賃金審議会の運営について（案） 

 
１ 最低賃金審議会令第６条第５項の規定の運用について 

熊本地方最低賃金審議会（以下「審議会」という。）は、効率的運用を図るため、

最低賃金審議会令第６条第５項の規定を、全会一致の場合に運用することでよいか。 

全会一致とならずに、採決によった場合は、審議会本審に付議し、議決すること

でよいか。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
２ 実地視察について 

（１）実地視察の実施をどうするか。 

（２）実地視察を行う場合、業種、労働者数及び場所をどうするか。 

（３）実地視察を行う場合、実施時期をどうするか。 

 

最低賃金審議会令（抜粋） 

（最低賃金専門部会） 

第６条 最低賃金法第 25 条第１項又は第２項の規定により審議会に置かれる専門部会（以下「最低

賃金専門部会」という。）の委員及び臨時委員（地方最低賃金審議会に置かれる最低賃金専門部会

にあっては、委員）の数は、９人以内とする。 

（中略） 

５ 審議会は、あらかじめその議決するところにより、最低賃金専門部会の決議をもつて審議会の

決議とすることができる。 

最低賃金法（抜粋） 

（専門部会等） 

第 25 条 最低賃金審議会に、必要に応じ、一定の事業又は職業について専門の事項を調査審議さ

せるため、専門部会を置くことができる。 

２ 最低賃金審議会は、最低賃金の決定又はその改正の決定について調査審議を求められたとき

は、専門部会を置かなければならない。 

（中略） 

５ 最低賃金審議会は、最低賃金の決定又はその改正若しくは廃止の決定について調査審議を行

う場合においては、厚生労働省令で定めるところにより、関係労働者及び関係使用者の意見を

聴くものとする。 

６ 最低賃金審議会は、前項の規定によるほか、審議に際し必要と認める場合においては、関係

労働者、関係使用者その他の関係者の意見をきくものとする。 
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最低賃金に関する要望 

2 0 2 4 年 4 月 1 8 日 

日 本 商 工 会 議 所 

東 京 商 工 会 議 所 

 全 国 商 工 会 連 合 会 

全国中小企業団体中央会 

 

深刻な人手不足と物価上昇を背景に、大企業を中心に賃上げの動きが広がりつつある。日本経

済がデフレから脱却し、真に力強さを取り戻すためには、物価と賃金の好循環により実質賃金の

上昇につなげていくことが求められる。そのためには、雇用の７割（３大都市圏を除く地方部は

９割）を支える中小企業・小規模事業者の賃上げが重要であり、人手不足等を理由とする防衛的

な賃上げではなく、業績の改善を伴う前向きな賃上げの動きを広げていかなければならない。 

こうした中、最低賃金については昨年、地方最低賃金審議会において中央が示す目安額を上回

る引上げが相次ぎ、過去最高となる全国加重平均 43 円の大幅な引上げとなった。法定三要素（生

計費、賃金、企業の支払い能力）のうち生計費（物価）と賃金が上昇局面に入る中で、ある程度

の引上げは必要と考えるが、中小企業・小規模事業者の経営や地域経済に与える影響については、

十分注視が必要である。なお、最低賃金制度は、労働者の生活を保障するセーフティネットとし

て、赤字企業も含め強制力を持って適用されるものであり、法の主旨に則った審議決定が求めら

れることは言うまでもない。 

こうした認識のもと、2024 年度の中央・地方における最低賃金審議にあたり、政府に対して

下記の内容を要望する。 

記 

 

１．中央・地方の最低賃金審議においては、法定三要素に関するデータに基づく明確な根拠のも

と、納得感のある審議決定を 

中央最低賃金審議会では、2022 年度の審議以降、公労使が三要素に関するデータを元に審議

を重ね、各種統計を参照する形で目安額決定の根拠が明確に示されるなど、プロセスの適正化が

一定程度図られてきた。こうした取組みが継続され、中央はもとより、地方においてもデータに

よる明確な根拠に基づく納得感のある審議決定が行われることを強く求める。 

地方最低賃金審議会（以下、地賃）においては、「目安額ありき」「引上げありき」で、地域の

経済実態を十分踏まえた議論がなされていないとの声が聞かれる。政府においては、各都道府県

の労働局を通じ、地賃におけるデータに基づく納得感のある審議決定を徹底するとともに、参照

すべき地域別の統計データの例示・提供などにより支援されたい。 

なお、昨年の「新しい資本主義実現会議」（2023 年８月 31 日開催）では、最低賃金について

yoshidasui
フリーテキスト
　資料10



 

2 

 

「2030 年代半ばまでに全国加重平均が 1,500 円となることを目指す」との新たな政府方針が示

された。政府の役割はあくまで環境整備であり、最低賃金制度の主旨を踏まえれば、これを以て

賃上げ実現の政策的手段とすることは適切ではない。 

２．最低賃金引上げが中小企業・小規模事業者の経営や地域の雇用に与える影響に注視を 

昨年の地賃では、比較的最低賃金額の低い地域を中心に、中央が示した目安額を大きく上回る

額の改定が相次いだ。深刻な人手不足のもと、隣県との額差等を過度に意識し、実態を十分に踏

まえない引上げが行われれば、地域経済を支える中小企業・小規模事業者の経営に深刻な影響を

与えることも懸念される。物価と賃金が上昇局面に入る中、改めて最低賃金引上げが企業経営や

地域の雇用に与える影響について必要な調査・研究を行い、今後の最低賃金審議のあり方の見直

しに反映されたい。 

なお、最低賃金の目安額を示す都道府県のランク区分については、昨年、ランク数が４から３

に再編された。地域間格差是正の観点からランクを廃止し一元化すべきとの意見もあるが、ラン

ク制度は地域の状況を反映し目安額を決定する合理的なシステムであり、堅持すべきである。 

３．中小企業・小規模事業者が自発的・持続的に賃上げできる環境整備の推進を 

 中小企業・小規模事業者は、労働分配率が７～８割と高いことに加え、エネルギーコストや人

件費などコスト増加分の価格転嫁が十分には進まず、賃上げ原資は乏しい。自発的かつ持続的な

賃上げには、生産性向上などの自己変革による付加価値の増大に加え、労務費を含む価格転嫁の

推進により、賃上げ原資を確保していく必要がある。 

政府は、最低賃金引上げに対する主な支援策である「業務改善助成金」や「賃上げ促進税制」

のほか、令和５年度補正予算において措置されたマル経融資の「賃上げ貸付利率特例制度」のよ

うな新たな支援策の創設を含め、生産性向上を伴う賃上げの取組みを後押しする制度の更なる

拡充を図られたい。また、「パートナーシップ構築宣言」の拡大とともに、公正取引委員会が公

表した「労務費の適切な転嫁のための価格交渉に関する指針」の徹底、さらに中小企業組合によ

る団体協約・組合協約を活用した取引条件の改善など、価格転嫁の実効性向上に向けた取組みに

より、中小企業・小規模事業者が自発的・持続的に賃上げできる環境を整備されたい。併せて、

「よい製品やよいサービスには値が付く」という考え方を、消費者を含め社会で広く共有すべく、

周知・啓発に取り組まれたい。 

４．中小企業・小規模事業者の人手不足につながる「年収の壁」問題の解消を 

近年の最低賃金の大幅な引上げにより、非正規・パートタイム労働者が、103 万円や 106 万

円・130 万円等の「年収の壁」に届かないように労働時間を調整（就労調整）するケースがこれ

まで以上に増加し、中小企業・小規模事業者の人手不足に拍車をかけている。 

被用者保険の適用要件（企業規模、労働時間、賃金等）や第３号被保険者制度のあり方の見直

し、所得税制における基礎控除額や給与所得控除額引上げ等の検討を通じ、「年収の壁」の解消
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に取り組まれたい。また、パート・アルバイトのなかには、「年収 103 万円を超えると手取額が

大きく減少する」といった誤解もあることから、正しい制度の理解に向けた政府による周知・広

報を徹底すべきである。 

なお、政府は、当面の対応として昨年９月に「年収の壁・支援強化パッケージ」を打ち出し、

キャリアアップ助成金の「社会保険適用時処遇改善コース」の創設などを措置しているが、制度

が複雑で使いづらいとの声が多く寄せられている。各企業の実情に合わせた利用方法などにつ

いて、分かりやすい周知と利用事業者に対する丁寧な指導を徹底されたい。 

５．改定後の最低賃金に対応するための十分な準備期間の確保を 

例年、地域別最低賃金は、各都道府県の地賃での改定決定後、ほとんどの都道府県で 10 月１

日前後に発効するプロセスとなっている。違反すれば罰則を伴う制度であり、最低賃金引上げの

影響を受ける労働者が増える中、各企業は２カ月程度で対応せざるを得ず、多くの中小企業から

負担の声が聞かれている。また、年度途中での賃上げに伴う価格転嫁も容易ではなく、原資の確

保に向けても各企業の十分な準備期間を確保することが必要である。こうした状況を踏まえ、改

定後の最低賃金については、指定日発効等により全国的に年初めまたは年度初めの発効とすべ

きである。 

６．産業別に定める特定最低賃金制度の適切な運用を 

特定の産業について、地域別最低賃金を上回る金額を設定する特定最低賃金については、都道

府県ごとに適用されるものが現在 223 件ある。これらの改定および新設は、関係労使の申出に

基づき最低賃金審議会の調査審議を経て決定されるが、2023 年度においては、地域別最低賃金

額を下回るにも関わらず改定されなかったものが 79 件あり、うち 56 件は３年以上にわたり見

直しがなされていない。形骸化した特定最低賃金については速やかに見直しを図るべきである。 

他方で例えば、各地域において成長が期待される産業分野について、賃金水準や企業の支払い

能力の実態を反映した特定最低賃金額を定めることにより産業集積地の魅力向上を図りつつ、

地域全体の最低賃金額については急激な引上げを抑えるなど、改めて、現下の地域経済や雇用の

実情を踏まえた特定最低賃金の運用を検討することも一つの方策と考える。 

以上 



適用事業場数 適用労働者数

熊本県電子部品・デバイス・電子回路、 　

電気機械器具、情報通信機械器具製造業

熊本県自動車・同附属品製造業、船舶製造・

修理業，舶用機関製造業

9,243

162 11,672

121

熊本県百貨店，総合スーパー 27 3,755

令和６年度　特定（産業別）最低賃金適用事業場数及び適用労働者数

熊本労働局（令和６年１月）

産　　業　　別　　最　　低　　賃　　金
令　和　５　年　度

備　考
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2024 2023



2024 2023

2024 2023

+ +
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